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令和８年度小中学生へのキャリア形成支援業務委託仕様書 

 

１ 総則 

  本仕様書は、宮城県（以下「発注者」という。）が委託する令和８年度小中学生へのキャリア形

成支援業務の受注者が遵守しなければならない事項を定めたものである。 

 

２ 目的 

本業務は、県内の小中学生を対象に、ものづくり体験を通して小中学生が社会人と対話するこ

とにより、小中学生及び社会人の双方のキャリア発達の支援や勤労観・職業観の醸成、社会的・

職業的自立又は地元定着の促進等に効果的な地域特性を踏まえたキャリア教育プログラムを実施

し、地域の未来を担う人材育成を支援するものである。 

 

３ 実施期間 

  実施期間は、契約締結の日から令和９年３月２５日までとする。 

 

４ 計画準備 

 ⑴ 業務計画書 

   受注者は、契約締結後２０日以内に下記事項を記した業務計画書を作成し発注者に提出しな

ければならない。また、変更が生じた場合は、その都度、変更業務計画書を提出しなければな

らない。 

  ア 業務の名称 

イ 業務の場所（実施地域） 

ウ 業務工程 

  エ 業務内容及び方法 

オ 実施及び連絡体制 

カ 打ち合わせ計画 

 ⑵ 受注者は、本業務を円滑に進めるため、発注者及び関係機関との連絡調整を行う業務総括責

任者を配置するものとする。 

 

５ 業務内容 

⑴ ものづくり体験プログラムの実施 

受注者は、キャリア教育に関する専門的な技術、手法、情報及び経験を有するコーディネー

ターを配置するとともに、地域の学校に社会人の講師を招きものづくり体験を行う。社会人は

その職業を熟知した者であり、職務としてその内容に携わっている者が主の担当を行う。また、

記念品等を作る「工作」ではなく、ものづくりのプロセスを知るための独自の内容から、職業

観に結び付ける体験プログラムとするもの。 

   なお、ものづくり体験は安全に十分配慮し、以下の①から⑤のうち３つ以上を入れることと

する（企画提案書に何を使ってどのようにするか詳細を明記すること）。 

   ①機械を使用した穴あけ、切削、切断などのいずれか、②溶接、溶断などのいずれか、③研

磨等の表面処理に関するもの、④リベットや圧入、圧着等を用いた組立、⑤デザインや設計、

CAD を使用したものなど。 
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これらは単に見たり聞いたりするだけではなく実際に皆が体験をすることを必須とする。 

また、実施に当たっては、以下のアからキに配慮すること。 

ア プログラムの内容は、受注者がこれまでに取り組んだ経験やノウハウ、専門的な知見を最

大限に活用し、小中学校等におけるキャリア教育の推進に資する内容とすること。特に社会

人と参加児童・生徒との対話部分については、その方法がどのようなものか明確に分かるよ

うに企画提案書に記載すること。 

  具体的には、ものづくり体験の前に、それがどこでどのように使われているのか、また作

業の注意点などを説明し、体験後、実際の作業はどうであったか等、社会人と対話するなど

の設定が望ましい。 

イ プログラムの実施は、県内の小学校、中学校の児童、生徒に対して実施すること、またプ

ログラムに参加する社会人は、地域内又は近隣地域の企業で働く社会人を中心とすること

（若手を含むことが望ましい）。実施方法としては、学校に訪問して行う訪問型とし小学校、

中学校の授業時間内においてそれぞれ１回以上行うもの（登米地域については小学校２回以

上）。これまで実施がない新規校を含めることが望ましい。 

なお、社会人はオンライン等ではなく実際にその場に赴き指導を行うこと。 

ウ キャリア教育、従業員研修に関するニーズの把握に努める等、企業・学校の意向及び地域

特性を踏まえた効果的かつ持続可能性の高いプログラムを提案し、実施すること。 

エ 本業務の円滑な実施に向けて、地域や産業界との連携を図る等、関係機関の積極的な協力

を得られるよう努めること。 

オ プログラムの実施前後にアンケート等を使用した定量的な分析を用いるなど効果測定を

行い、成果の把握及び分析に努めるとともに、継続実施に向けた内容改善に活用すること。 

カ ものづくり体験に加え対象地域における特色のある産業分野等に関連する出前授業等を

組み入れ、情報発信、理解促進を図る。 

キ 実施回数は２回以上（小学校１回以上、中学校１回以上）とする（登米地域については小

学校２回以上）。 

なお、参加人数は小中学生１００人以上とするが、広域仙台都市圏地域の仙台市を除く地

域については、小中学生１５０人以上とする。 

⑵ 地域内若手社会人等の交流会の実施 

   受注者は、早期離職等の防止を図るため、⑴のプログラムに参加した社会人を中心とした、

地域内の若手社会人等が、意見交換・振り返り・セミナー等の実施を通して交流する場を提供

し、キャリア発達の支援を行うこと。 

なお、どのような交流の場を提供するか企画提案書に記載すること。 

⑶ 社会人との対話プログラムを周知する資料の作成・周知 

   受注者は、企業及び学校、関係機関に対するプログラムの普及啓発を目的とし、プログラム

の実施内容に関する資料等の作成・配布やインターネット等を通じた周知を行うこと。 

   なお、完了報告の内容等を県ホームページに掲載するので、資料等の提出をすること。 

⑷ プログラムの自立化に向けた取組の実施 

   受注者は、本事業終了後にプログラム及び社会人交流会を自立的に行い、県内全域で実施可

能とすることを目指し、継続的な実施に向けた体制及びビジネスモデルの構築に努め、６⑵に

より発注者に報告すること。 

⑸ 進捗状況の報告 



3 

 

   受注者は、発注者の求めに応じて、本業務の進捗状況及び今後の実施見込み並びに実施結果

に関する報告を行うこと。 

⑹ その他県内キャリア教育活動の促進等に向けた取組を、企画提案書に基づき実施すること。 

 

６ 成果品 

  受注者は、本業務終了後、速やかに次の書類を発注者に提出すること。 

 ⑴ 業務完了報告書 

 ⑵ プログラムの自立化に向けた取組に関する報告書    

⑶  アンケート等の結果とりまとめ及び分析 

  特に次の事項は明確に示すこと。 

参加児童の所属する学校名・参加人数 

協力企業名及び所在地   

 ⑷  社会人との対話等を通じて、児童、生徒がどのように勤労観や職業観を醸成できたのか、事

前、事後のアンケート結果等から分析し記載すること。 

   また、教員や参加企業からもアンケートを取り改善点や事業の評価を聞きとること。 

⑸ その他関連資料（作成内容については、発注者において別途指示する。） 

 

７ 対象経費 

  本業務の実施に伴う対象経費は、５に掲げる業務を行うために必要な経費とする。ただし、次

に記載する経費は認められない。 

 ⑴ 機械・機器等の備品購入費（５万円以上のもの） 

 ⑵ 土地・建物を取得するための経費 

 ⑶ 施設・設備を設置又は改修するための経費 

 ⑷ プログラムの実施対象となる小中学生に係る費用（日当、謝金、旅費等） 

 ⑸ 飲食に係る経費 

 ⑹ その他本事業との関連が認められないと発注者が判断した経費 

 

８ 秘密保持 

 ⑴ 受注者は、本業務より知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、本業務の履行完了後

も同様とする。 

⑵ 受注者は、本業務に関して発注者から受領又は閲覧した資料等を、発注者の許可なく公表又

は使用してはならない。 

 ⑶ 受注者は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記１「個

人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 

 

９ 留意事項 

  本業務の実施に当たっては、次の事項を遵守する。 

 ⑴ 業務に係る以下の書類を、他の業務のものと区分して整備すること。また、発注者の求めに

応じて関係書類の閲覧、写しの提出等の義務を負うこと。 

  ア 業務に係る契約額内訳書及び会計帳簿類 

  イ 業務に係る労働関係帳簿等（雇用契約書、労働者名簿、賃金台帳、出勤簿、業務日誌） 
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  ウ 業務の実施内容に関する関係書類 

 ⑵ 本業務は、国の会計検査対象事業であることから、受注者は、本業務終了後５年間上記の関

係書類を保管する義務を負うこと。 

 ⑶ 業務の実施に当たり、その内容が契約書及び仕様書に違反したと発注者が判断した場合は、

本業務に係る委託契約の一部又は全部を解除し、受注者に対して委託料を支払わない、若しく

は支払った委託料の一部又は全部を返還させる場合がある。 

 

10 その他 

受注者は、仕様書に疑義が生じたとき、又は仕様書により難い事由及び記載されていない事項

が生じたときは、発注者と速やかに協議の上、発注者の指示に従うものとする。 
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（別記１） 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下単に「業務」という。）

の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなけ

ればならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終了し、

又はこの契約を解除された後においても、同様とする。 

（個人情報管理責任者等） 

第３ 受注者は、業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理責任者」とい

う。）及び業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を定め、書面により発注者に報告しなけ

ればならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報管理責任者及び業務従事者を変更する場合は、事前に書面により報告し

なければならない。 

３ 個人情報管理責任者は、個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に定める事項を適切に

実施するよう業務従事者を監督しなければならない。 

４ 業務従事者は、個人情報管理責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならな

い。 

（作業場所の特定） 

第４ 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらかじめ発注者に報

告しなければならない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に発注者に報告しなければならない。 

（個人情報の持ち出しの禁止） 

第５ 受注者は、発注者の指示又は事前の承諾がある場合を除き、個人情報を作業場所から持ち出して

はならない。 

（収集の制限） 

第６ 受注者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成するために必要な範囲内で、

適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（個人情報の目的外利用及び提供の禁止） 

第７ 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の

ために利用し、又は発注者の書面による承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（漏えい、毀損及び滅失の防止等） 

第８ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（教育の実施） 

第９ 受注者は、業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当該契約による事務に

関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと、及び

特記事項における業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な事項について、教育

及び研修を実施しなければならない。 

（資料の返還等） 
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第１０ 受注者は、業務を処理するために、発注者から引き渡された、又は受注者自らが収集し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料は、業務完了後直ちに発注者に返還し、又は引き渡すものと

する。ただし、発注者が別に指示したときは当該方法によるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 

第１１ 受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を発注

者の書面による承諾なしに複写又は複製してはならない。 

（個人情報の運搬） 

第１２ 受注者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を運搬

するときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、受注者の責任において、確実な方

法により運搬しなければならない。 

（再委託の承諾） 

第１３ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、発注者が書面により承

諾した場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。 

なお、再委託した業務をさらに委託する場合以降も同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定による承諾を受ける場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して

処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策

並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託

する旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、受注者は再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対し

て、再委託先の全ての行為及び結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法について具

体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、発

注者の求めに応じて、管理・監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。 

（実地調査） 

第１４ 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実地に

調査することができる。 

（指示及び報告等） 

第１５ 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者に対

して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

（個人情報に関する取扱要領等の作成） 

第１６ 受注者は、個人情報の適切な管理を確保するため、業務に関して取り扱う個人情報の取扱要領

等を作成し、発注者に報告しなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第１７ 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に係る帰

責の有無に関わらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生

場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従うものとする。 

２ 発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関す

る情報を公表することができる。 

 


